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運用報告書（全体版） 

三菱ＵＦＪ  
日本株アクティブ・ファンド 

 

愛称：凄腕 

 
 

第17期（決算日：2017年10月30日） 
 

 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、お手持ちの「三菱ＵＦＪ 日本株アクティブ・

ファンド」は、去る10月30日に第17期の決算を行いま

した。ここに謹んで運用状況をご報告申し上げます。

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 無期限（2000年10月31日設定） 

運用方針 

わが国の株式を主要投資対象とし、中長期的
な信託財産の成長を目標に積極的な運用を行
います。 
株式投資については、資産・利益等と比較し
て株価が割安と判断され、かつ今後の株価上
昇が期待できる銘柄（「真の割安銘柄」）を厳
選し投資します。 
東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）をベンチマーク
とし、中長期的に同指数を上回る投資成果を
めざして運用を行います。 
株式の組入比率は、原則として高位を維持し
ます。 

主要運用対象 
わが国の株式（金融商品取引所上場および店
頭登録株式）を主要投資対象とします。 

主な組入制限 
株式への投資割合に制限を設けません。 
外貨建資産への投資は行いません。 

分配方針 

経費等控除後の配当等収益および売買益（評
価益を含みます。）等の全額を分配対象額と
し、分配金額は、基準価額水準、市況動向等を
勘案して、委託会社が決定します。ただし、分
配対象収益が少額の場合には分配を行わない
ことがあります。 

※ 当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※ 公募株式投資信託は税法上、「NISA（少額投資非課税制度）およびジュ

ニアNISA（未成年者少額投資非課税制度）」の適用対象です。 
詳しくは販売会社にお問い合わせください。 
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本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 東 証 株 価 指 数

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産
総 額(分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中
騰 落 率

(ＴＯＰＩＸ)
期 中
騰 落 率

 円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

13期(2013年10月30日) 7,656 0 76.2 1,204.50 64.2 98.4 － 29,932

14期(2014年10月30日) 8,380 0 9.5 1,278.90 6.2 98.2 － 26,602

15期(2015年10月30日) 10,146 600 28.2 1,558.20 21.8 98.0 － 20,886

16期(2016年10月31日) 8,633 0 △14.9 1,393.02 △10.6 98.8 － 16,688

17期(2017年10月30日) 10,347 1,100 32.6 1,770.84 27.1 98.3 － 14,007
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注） 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）とは、東京証券取引所第一部に上場する内国普通株式全銘柄を対象として算出した指数で、わが国の株式

市場全体の値動きを表す代表的な株価指数です。ＴＯＰＩＸに関する知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。東

京証券取引所は、ＴＯＰＩＸの指数値及びそこに含まれるデータの正確性、完全性を保証するものではありません。東京証券取引所は、

ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の方法の変更、ＴＯＰＩＸの算出もしくは公表の停止またはＴＯＰＩＸの商標の変更もしくは使用の停

止を行う権利を有しています。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 東 証 株 価 指 数 株   式 

組 入 比 率 
株   式
先 物 比 率 騰 落 率 (ＴＯＰＩＸ) 騰 落 率

(期  首) 円 ％ ％ ％ ％

2016年10月31日 8,633 － 1,393.02 － 98.8 －

11月末 9,076 5.1 1,469.43 5.5 98.7 －

12月末 9,409 9.0 1,518.61 9.0 99.4 －

2017年１月末 9,484 9.9 1,521.67 9.2 99.7 －

２月末 9,575 10.9 1,535.32 10.2 99.6 －

３月末 9,537 10.5 1,512.60 8.6 98.8 －

４月末 9,620 11.4 1,531.80 10.0 98.2 －

５月末 9,881 14.5 1,568.37 12.6 98.5 －

６月末 10,115 17.2 1,611.90 15.7 99.2 －

７月末 10,159 17.7 1,618.61 16.2 99.5 －

８月末 10,289 19.2 1,617.41 16.1 99.5 －

９月末 10,762 24.7 1,674.75 20.2 99.0 －

(期  末)   

2017年10月30日 11,447 32.6 1,770.84 27.1 98.3 －
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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○１万口当たりの費用明細 (2016年11月１日～2017年10月30日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 156  1.610 (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率× 
           （期中の日数÷年間日数） 

 （ 投 信 会 社 ） ( 73)  (0.751) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書
等の作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） ( 73)  (0.751) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等 
の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 10)  (0.107) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

（b） 売 買 委 託 手 数 料 22   0.227  (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料 

 （ 株  式 ） ( 22)  (0.227)  

 （ 先 物 ・ オ プ シ ョ ン ） (  0)  (0.000)  

（c） そ の 他 費 用 0   0.003  (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） (  0)  (0.003) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用 

 合 計 178   1.840   

期中の平均基準価額は、9,711円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2016年11月１日～2017年10月30日) 

 

 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株 千円 
上場 13,053 21,085,910 16,852 28,451,486 
 (△ 1,089) (        －)

 
（注） 金額は受渡代金。 

（注） ( )内は株式分割・増資割当および合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。   

株式 
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種 類 別 
買 建 売 建 

新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額 

国 
内 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
株式先物取引 916 920 － － 

 
 
 

○株式売買比率 (2016年11月１日～2017年10月30日) 

 

項 目 当 期 

(a) 期中の株式売買金額 49,537,396千円
(b) 期中の平均組入株式時価総額 16,775,432千円

(c) 売買高比率（a）／（b） 2.95  
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2016年11月１日～2017年10月30日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株式 21,085 7,091 33.6 28,451 7,631 26.8

株式先物取引 916 916 100.0 920 920 100.0
 
 
 

 

種       類 買 付 額 売 付 額 当 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円
株式 136 489 353 

 
 
 

 

種     類 買 付 額 

 百万円
株式 9

 
 
 
  

先物取引の種類別取引状況 

利害関係人との取引状況 

利害関係人の発行する有価証券等 
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項 目 当 期 
売買委託手数料総額（A） 38,497千円
うち利害関係人への支払額（B） 11,632千円

（B）／（A） 30.2％  
 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券です。 

 

○組入資産の明細 (2017年10月30日現在) 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額

 千株 千株 千円

鉱業（－％）  

国際石油開発帝石 77.1 － －

建設業（4.5％）  

インベスターズクラウド － 9 62,370

大成建設 188 － －

前田建設工業 － 149.1 209,634

大東建託 8.7 － －

住友林業 － 89.2 169,123

積水ハウス 110.3 － －

関電工 202 － －

九電工 － 36.6 183,732

食料品（4.5％）  

森永乳業 192 － －

キリンホールディングス 115.4 － －

コカ・コーラボトラーズジャパン － 88.8 351,648

味の素 － 57.7 132,161

ニチレイ － 44.3 131,659

日本たばこ産業 124.7 － －

繊維製品（－％）  

東レ 251 － －

化学（6.5％）  

日産化学工業 46.9 － －

東ソー － 67.8 173,839

ＪＳＲ － 59.5 132,209
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額

 千株 千株 千円

三菱ケミカルホールディングス 423.5 239.3 284,168

ダイセル 120.8 － －

宇部興産 － 59 205,320

花王 71.2 － －

関西ペイント 47 － －

ポーラ・オルビスホールディングス 8.9 26.9 100,068

医薬品（2.9％）   

協和発酵キリン 73.9 － －

塩野義製薬 － 44.5 272,963

田辺三菱製薬 － 52.1 131,083

小野薬品工業 103.7 － －

大塚ホールディングス 124.3 － －

石油・石炭製品（1.5％）   

ＪＸＴＧホールディングス － 350.7 208,841

ゴム製品（1.0％）   

東洋ゴム工業 － 50.4 131,695

ガラス・土石製品（0.5％）   

日本特殊陶業 － 24 61,848

鉄鋼（－％）   

日立金属 121.8 － －

非鉄金属（3.9％）   

日本軽金属ホールディングス 709.4 384.5 128,423

三井金属鉱業 － 17.3 100,340

住友金属鉱山 120 69.4 309,315
 

国内株式 
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額

 千株 千株 千円

金属製品（4.2％）  

ＳＵＭＣＯ － 118.3 303,084

ＬＩＸＩＬグループ － 43.1 134,256

日本発條 － 104.1 134,497

機械（3.9％）  

三浦工業 － 50.3 133,647

東芝機械 － 140 97,160

ＳＭＣ － 4.1 175,849

日立建機 － 34.3 133,084

クボタ 146 － －

ダイフク 86.1 － －

三菱重工業 711 － －

電気機器（12.7％）  

富士電機 460 401 324,409

日本電産 26.1 23.8 350,812

富士通 285 303 261,610

日立国際電気 287.9 88.8 279,720

アドバンテスト － 71.3 178,677

カシオ計算機 131.6 － －

ローム 52.9 － －

市光工業 － 69.7 60,917

リコー － 263.5 297,228

東京エレクトロン 31.8 － －

輸送用機器（6.8％）  

トヨタ紡織 65.3 － －

いすゞ自動車 366.1 － －

トヨタ自動車 － 95.4 675,145

アイシン精機 60.3 － －

マツダ 72 － －

本田技研工業 118.1 － －

スズキ － 21.6 133,790

ＳＵＢＡＲＵ 61.7 － －

ヤマハ発動機 － 38.7 131,580

精密機器（4.8％）  

島津製作所 － 57.2 132,360

ニコン 154 114.7 242,934

ニプロ － 170.3 278,270

その他製品（4.2％）  

タカラトミー 154.1 33.9 61,189
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額

 千株 千株 千円

ＮＩＳＳＨＡ － 67 242,540

任天堂 － 6.5 278,655

陸運業（3.2％）   

東海旅客鉄道 17.7 13.4 276,241

山九 200 36.2 170,321

海運業（－％）   

日本郵船 590 － －

空運業（2.0％）   

日本航空 143.8 72.2 277,681

情報・通信業（5.4％）   

ＴＩＳ 58.4 － －

伊藤忠テクノソリューションズ － 31.3 135,998

日本電信電話 83.2 － －

スクウェア・エニックス・ホールディングス 46.4 － －

コナミホールディングス － 38.1 209,550

ソフトバンクグループ 61.7 37.6 392,168

卸売業（3.1％）   

あい ホールディングス 101.2 － －

伊藤忠商事 635.7 214.9 424,320

小売業（6.0％）   

アスクル 58.2 31.9 97,614

ゲンキー － 34.4 144,308

セブン＆アイ・ホールディングス 82.9 52.7 239,785

スシローグローバルホールディングス － 58.4 208,196

ユナイテッドアローズ － 31.6 136,512

ケーズホールディングス 136.1 － －

銀行業（6.9％）   

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 958.6 451.7 353,500

りそなホールディングス 362 273.9 171,269

三井住友フィナンシャルグループ 99.2 92.9 427,061

群馬銀行 157.2 － －

ふくおかフィナンシャルグループ 177 － －

証券、商品先物取引業（1.6％）   

ジャパンインベストメントアドバイザー － 52.2 138,904

ジャフコ 11 4.5 24,480

野村ホールディングス 230.3 89.4 59,620

保険業（1.9％）   

ＳＯＭＰＯホールディングス 60.4 52.8 240,979

Ｔ＆Ｄホールディングス 166.6 13.7 24,166
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銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額

 千株 千株 千円

その他金融業（0.9％）  

クレディセゾン 68.7 26.4 60,508

オリックス 81.5 31.4 60,759

不動産業（1.3％）  

ユニゾホールディングス 42.9 － －

飯田グループホールディングス － 80.3 173,769

エヌ・ティ・ティ都市開発 66.4 － －

サービス業（5.8％）  

夢真ホールディングス － 76.6 61,203

アウトソーシング 43.2 － －
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額

 千株 千株 千円

ディー・エヌ・エー 65 51 134,079

ライク － 29.7 60,944

エン・ジャパン 84.5 14.5 62,060

日本郵政 － 239.7 313,767

リログループ 9.6 － －

共立メンテナンス － 47.5 166,487

合 計
株 数 ・ 金 額 11,410 6,521 13,768,119

銘柄数＜比率＞ 69 72 ＜98.3％＞
 

（注） 銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

（注） 評価額欄の< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
 

 

○投資信託財産の構成 (2017年10月30日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

株式 13,768,119 86.5

コール・ローン等、その他 2,152,232 13.5

投資信託財産総額 15,920,351 100.0
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○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2017年10月30日現在) 

項 目 当 期 末 

  円

(A) 資産 15,915,281,366  

 コール・ローン等 173,631,709  

 株式(評価額) 13,768,119,950  

 未収入金 1,830,904,307  

 未収配当金 123,515,400  

 差入委託証拠金 19,110,000  

(B) 負債 1,907,966,387  

 未払金 115,889,115  

 未払収益分配金 1,489,147,549  

 未払解約金 167,836,968  

 未払信託報酬 134,858,811  

 未払利息 248  

 その他未払費用 233,696  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 14,007,314,979  

 元本 13,537,704,994  

 次期繰越損益金 469,609,985  

(D) 受益権総口数 13,537,704,994口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,347円
 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 19,332,598,744円 

期中追加設定元本額 109,170,393円 

期中一部解約元本額 5,904,064,143円 

また、１口当たり純資産額は、期末1.0347円です。 
 

○損益の状況 (2016年11月１日～2017年10月30日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 配当等収益 286,868,273  

 受取配当金 286,222,002  

 受取利息 1,166  

 その他収益金 696,417  

 支払利息 △       51,312  

(B) 有価証券売買損益 3,781,077,405  

 売買益 4,832,937,188  

 売買損 △1,051,859,783  

(C) 先物取引等取引損益 3,828,217  

 取引益 4,146,920  

 取引損 △      318,703  

(D) 信託報酬等 △  273,660,013  

(E) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 3,798,113,882  

(F) 前期繰越損益金 △1,294,784,993  

(G) 追加信託差損益金 △  544,571,355  

 (配当等相当額) (    102,588,308) 

 (売買損益相当額) (△  647,159,663) 

(H) 計(Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 1,958,757,534  

(I) 収益分配金 △1,489,147,549  

 次期繰越損益金(Ｈ＋Ｉ) 469,609,985  

 追加信託差損益金 △  544,571,355  

 (配当等相当額) (    102,588,308) 

 (売買損益相当額) (△  647,159,663) 

 分配準備積立金 1,014,181,340  
 

（注） (B)有価証券売買損益および(C)先物取引等取引損益は期末の

評価換えによるものを含みます。 

（注） (D)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。 

（注） (G)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
 

②分配金の計算過程 

項 目 
2016年11月１日～ 
2017年10月30日 

費用控除後の配当等収益額 267,575,242円

費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額 1,438,513,308円

収益調整金額 102,588,308円

分配準備積立金額 797,240,339円

当ファンドの分配対象収益額 2,605,917,197円

１万口当たり収益分配対象額 1,924円

１万口当たり分配金額 1,100円

収益分配金金額 1,489,147,549円
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○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 1,100円
 
◆分配金は決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。 

◆分配金を再投資される方のお手取分配金は、2017年10月30日現在の基準価額に基づいて、みなさまの口座に繰り入れて再投資いたしました。

◆課税上の取り扱い 

・分配金は、分配後の基準価額と個々の受益者の個別元本との差により、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金

（特別分配金）」に分かれます。 

・分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、全額が普通分配金となります。分配後の基準価額が個別元本を下回る場合には、

下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）となり、残りの額が普通分配金となります。 

・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額

が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

・個人受益者が支払いを受ける収益分配金のうち普通分配金については配当所得として課税され、原則として、20.315％（所得税15％、復興

特別所得税0.315％、地方税５％）の税率で源泉徴収（申告不要）されます。確定申告を行い、総合課税・申告分離課税を選択することも

できます。 

 

※法人受益者に対する課税は異なります。 

※課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 

※税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。 

※NISAおよびジュニアNISAをご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所

得が一定期間非課税となります。 

 

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（http://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興

特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））

の税率が適用されます。 

 


